
１．障害者地域リハビリテーション事業 

（１）障害者リハビリテーションの定義 

・障害者リハビリテーションとは、障害のある方に対して個々の状況に適した方法で、「障害のある方が住み

なれた地域でいきいきとした生活を送れるよう、一人ひとりの特性と環境に応じた生活スタイルを見出し、

生活の再構築を図る」ことを目的とした一連の活動であり、医学的・心理学的な専門的職種により、①障

害状況の評価、②その人の生活を営む上での必要な機能を獲得する訓練や補装具・福祉用具の提供、③障

害特性を踏まえた生活支援のコーディネートをしていく役割を担っているものである。 

 

（２）障害者の地域生活を支える相談支援体制 

・現在、身近な地域での「一次総合相談窓口」として、各区保健福祉センター及び地区健康福祉ステーショ

ン障害者支援係とともに、民間法人による障害者生活支援センター（相談支援事業所）を設置し、通所事

業、移動支援、居宅介護など、障害のある方が地域で生活していくために必要な各種在宅障害福祉サービ

ス等へつなげるケアマネジメントを行っている。 

・一次総合相談窓口で対応が困難な事例については、専門的相談機関でのリハビリテーションサービスの提

供を行うため、専門スタッフが配置された「二次専門相談機関」として精神保健福祉センターと障害者更

生相談所を設置し、障害のある方の身近な相談窓口である一次総合相談窓口との重層的な相談支援体制を

構築し、障害者の地域での生活を支えている。 

 

（３）地域リハビリテーションの考え方の導入 

・昭和４６年に「川崎市心身障害センター」を設置して以降、本市では、順次、専門的相談機関を設置して

きたが、本市の障害者リハビリテーション事業の初期段階では、主に、高度・専門的なリハビリテーショ

ン機能を確保するために、その機能を中原区井田地区に集中的に提供してきた。 

・平成１２年１０月、地域でのリハビリテーション拠点のあり方について、「リハビリテーションシステム基

本構想（案）検討報告書」が外部有識者等で構成される委員会から提出され、障害者の地域生活を支え、

ノーマライゼーションを実現するために、必要なリハビリテーションサービスを身近な生活の場で提供す

ることを理念として市内４か所の地域リハビリテーション拠点を整備することをとりまとめた。 

・平成２０年３月、中原区井田地区の施設再編を主な内容とする「川崎市リハビリテーション福祉・医療セ

ンター再編整備基本計画」（以下、「再編整備基本計画」という）を策定し、総合的な地域リハビリテーシ

ョンシステム構築の推進、障害者自立支援法による事業体系の再編、施設の老朽化への対応などを目的と

して、既存施設の移転や改修、新規施設の整備に向けた取組を進めてきた。 

・平成２０年４月、地域リハビリテーションセンターの一つとして、麻生区百合丘地区に精神保健福祉セン

ターと障害者更生相談所の分室機能、在宅支援室、日中活動サービスなどの機能を付加した、北部リハビ

リテーションセンターを開設した。 

 

 

 

２．課題と対応の方向性 

①平成２３年８月、障害者基本法が改正され、障害者の定義について、身体、知的、精神の３障害以外に、「そ

の他心身機能の障害がある者であって障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な

制限を受ける状態にあるもの」と拡大された。この障害の定義の拡大により、従来の障害種別ごとの区分

では対応が困難であり、あらゆる障害に対して相談しやすい地域に根ざした専門的相談機関での的確な対

応が必要となっている。再編整備基本計画では、精神保健福祉センターと障害者更生相談所の両専門機関

の本体機能が分離した計画となっていることから、両機関を統合したうえであらゆる障害に対応していく

体制整備が必要となっている。 
②生活の質の向上を図るリハビリテーション技術の開発と支援者への普及を行うことを通じて、入所施設か

らの地域移行に必要な住まい、福祉サービス、日常生活や医療面でのケアなどの専門的なリハビリテーシ

ョン技術を提供していくことが必要となっている。 
③障害者数の伸びに合わせ、継続的・専門的な支援を行う必要のあるケースが急増しており、医学的・心理

学的機能などの専門的機能を有した支援を障害者の生活の場できめ細やかに行うことが必要となっている。 
④障害者地域リハビリテーションの提供により地域生活を支えていくために、障害のある方を支える社会資

源や一次的総合相談窓口のサービス水準の維持・向上を図り、質の確保を支える、地域に根ざした専門的

な相談機関の整備が必要となっている。 
⑤住み慣れた地域で障害者が生活し続けられるよう、地域での障害に対する理解を深め、さらに、地域資源

を開発することで障害者の生活支援体制を構築することが必要となっている。 
・このため、中原区井田地区で整備を進めている施設の中で、地域リハビリテーションセンター機能の設計

等具体的な整備に着手するにあたって、市全体での地域リハビリテーションセンターの整備のあり方、設

置数等について整理をする必要が生じている。 

 
３．地域リハビリテーションセンター整備に向けた基本的な考え方 

① 地域リハビリテーションセンターには、精神保健福祉センターの地域支援機能と障害者更生相談所の相談

判定機能とあわせ、在宅支援機能を基本機能として整備するとともに、地域の実情に応じた日中活動サー

ビスなどの機能を付加することとし、整備数について、あらゆる障害に対応していく専門的なリハビリテ

ーション技術を提供していく専門性の確保と、障害者の生活の場できめ細やかに支援していくために障害

者が身近に相談しやすい距離を勘案し、南部・中部・北部の３か所とする。 

② ３か所の整備地域について、北部は既存の麻生区百合丘地区の北部リハビリテーションセンターとし、中

部は現行の再編整備基本計画で位置づけられている中原区井田地区にて整備を進め、南部は川崎区又は幸

区内に整備する。 

③ 各地域リハビリテーションセンターを統括する機能は、地域リハビリテーションセンターのうち、関係機

関との連携や利用者の利便性の高いところに設置し、障害者基本法改正などに伴うあらゆる障害者への対

応等の課題を解決するために、精神保健福祉センターと障害者更生相談所の本体機能を統合し整備する。 

 

※上記考え方をもとに、今後、再編整備基本計画に所要の修正を行っていく。 

川崎市地域リハビリテーションセンター整備に向けた基本的な考え方（案） 資料１



地域リハビリテーションセンター整備に向けた基本的な考え方（概念図）

現在の機能
整備後の施設構成

継続北部リハビリテーションセンター
（麻生区百合丘地区：Ｈ２０開所）

百合丘障害者センター
精神保健福祉センター地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
日中活動系サービス

就労移行支援事業 定員２０名

就労継続支援Ｂ型事業 定員２０名

生活訓練事業 定員 ６名

生活介護事業 定員１０名

地域生活支援センター（相談支援事業所）

就労援助センター

精神保健福祉センター
【Ｈ１４：中原区井田地区で開所】

【Ｈ１８：川崎区砂子地区へ移転】

主な機能（精神障害者が対象）
・医学的・心理学的な専門的職種により、

①障害状況の評価を行う

②障害特性を踏まえた生活支援をコーディネート

していく「地域支援」機能を持つ。

障害者更生相談所
【Ｓ４７：中原区井田地区で開所】

【Ｈ２０：高津区二子地区へ仮移転】

主な機能（身体・知的障害者が対象）
・身体障害者、知的障害者の更生相談所機能を有

し、

①障害状況の評価を行う

②その人の生活を営む上での必要な機能を獲得す

る訓練や補装具・福祉用具の提供

③障害特性を踏まえた生活支援をコーディネート

していく「相談・判定・在宅支援」機能を持つ。

【考え方１】

地域リハビリテーションセンターは、

精神保健福祉センターの地域支援機

能と障害者更生相談所の相談判定機

能とともに在宅支援機能を基本機能

とし、地域の実情に応じた付加機能

を設け、南部・中部・北部の３か所

整備する。

３か所整備について、北部は既存

の麻生区百合丘地区、中部は再編

整備基本計画で位置づけられてい

る中原区井田地区、南部は川崎区

又は幸区内に整備する。

【考え方３】

各地域リハビリテーションセン

ターを統括する機能は、地域リハ

ビリテーションセンターのうち、

関係機関との連携面や利用者の利

便性の高いところに設置し、障害者

基本法改正などに伴うあらゆる障

害者への対応等の課題を解決する

ために、精神保健福祉センターと

障害者更生相談所の本体機能を統

合し整備する。

【考え方２】

整備に向けた

基本的な考え方

分
室
機
能

本体機能

北部リハビリテーションセンター
（麻生区百合丘地区：Ｈ２０開所）

百合丘障害者センター
精神保健福祉センター地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
日中活動系サービス

就労移行支援事業 定員２０名

就労継続支援Ｂ型事業 定員２０名

生活訓練事業 定員 ６名

生活介護事業 定員１０名

地域生活支援センター（相談支援事業所）

就労援助センター

統括機能
【精神保健福祉センター・障害者更生相談所本体機能】

障害者基本法改正などにともなう、あらゆる障害者への対応等

の課題を解決するための機能を、地域リハビリテーションセン

ターの統括機能として整備する。

※統括機能は、地域リハビリテーションセンターのうち、関

係機関との連携面と利用者の利便性の高いところに設置する。

中部地域リハビリテーションセンター
（中原区井田地区に整備）

障害者センター
精神保健福祉センターの地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所の相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
再編整備基本計画に位置付けられた施設機能について修正

を行う。

南部地域リハビリテーションセンター
（川崎区又は幸区に整備）

障害者センター
精神保健福祉センターの地域支援機能（分室機能）

障害者更生相談所の相談判定機能（分室機能）

在宅支援機能

併設機能
地域の実情に応じて付加機能を整備する。

【課題と対応１】

専門的相談機関での

あらゆる障害への対応

障害者基本法の改正により、障害者

の定義が拡大され、あらゆる障害に

対して相談しやすい地域に根ざした

専門的相談機関での的確な対応

課題と対応の方向性

継続

【課題と対応２】

リハビリテーション技術の

開発と普及

入所施設からの地域移行に必要な

住まい、福祉サービス、日常生活

や医療面でのケアなど専門的なリ

ハビリテーションサービスの提供

【課題と対応３】

生活の場でのきめ細かやかな支援

医学的・心理学的機能など専門的

機能を有した支援を生活の場でき

め細やかに実施

【課題と対応４】

障害者を支える資源の質の確保

障害者地域リハビリテーションの提

供により地域生活を支えていくため

の、サービス水準の維持・向上

【課題と対応５】

地域での理解と支援体制の構築

住み慣れた地域で障害者が生活し

続けられるよう、地域での障害に

対する理解と地域資源の開発
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